





























































































関する教師の心得」（昭和₂₄年 ₈ 月 ₂ 日法務庁発表）、通達「学校における暴力事件の根絶




























































































　原告・控訴人 X1は、前述した水戸五中事件で起訴された公立 A 中学校教員であ










































































































































義聖 = 吉野芳明・判例地方自治₃₂₃号 ₅ 頁（₂₀1₀年）、伊東健次・自治体法務研究1₉号11₃頁
（₂₀₀₉年）、安藤博・季刊教育法1₆₂号₉₈頁（₂₀₀₉年）、羽根一成・地方自治職員研修₄₂巻11
号₇₄頁（₂₀₀₉年）、藤谷俊之・行政関係判例解説平成₂1年1₉₃頁（₂₀1₀年）、横田光平・自治




は合併前の D 市）の設置管理する E 小学校の ₂年生であり、第一審相被告 Z は、
E 小学校で ₃年生の担任をしていた臨時教員であったが、本件の発生まで X₂と Z
とは全く面識がなかった。平成1₄年11月₂₆日、E 小学校の休み時間中、Z は、₃年
生に在籍していた児童 F がコンピュータをしたいと言うのをなだめていた F の担
任 G に協力して、しゃがんだ姿勢で F をなだめていたところ、通りかかった X₂が、
Z に覆い被さるような形で Z の肩を揉み始めた。Z は F に対する指導の邪魔になる
ため、X₂に離れるように言ったが、X₂がなおも Z の肩を揉んでいたため、しゃが
んだまま上半身をひねり、右手で X₂をふりほどいたところ、X₂は廊下に倒れた。
その直後、X₂は、通りかかった ₆年生の児童 H ら数名に対し、₂年生の I と共に、
じゃれつくように足で蹴り始めた。H らが Z に対し、「いつも、この子達蹴ってく
るんですよ。」と言ったため、Z は I の肩を両手で押さえ、蹴る行為を制止し、主
に I に対し、このようなことをしてはいけないと注意をした。この間、G は F をな
だめ終わり、教室に向かって階段を上って行ったので、Z が職員室へ向かおうとし





　X₂は、同日午後1₀時頃より激しく泣き叫ぶようになり、保護者である J に、Z か
ら暴力をされた旨訴えた。これにより J は、同日午後11時頃以降、同年暮れ頃まで
にかけて、断続的に、E 小学校校長らに対し、Z の行為に対する抗議と非難、及び
Z の処分を、相当長時間にわたって申し入れたほか、本件以降、X₂と Z が顔を会
わせる可能性がある全校集会等に、X₂をほとんど全て欠席させた。
























と、② X₂の年齢、X₂と Z との身長差及び Z と X₂とはそれまで面識がなかったこと等を総
合すれば、X₂が Z の行為によって被った恐怖心は相当なものであったと推認されること、





































































また、本件に関する裁判記録によれば、J が E 小学校に対して Z の行為について抗
議や非難を申し入れた際の E 小学校の対応は、時間をかけて J の言い分を聞くとい
う姿勢を堅持しており、それ以上に Z と X₂、あるいは E 小学校と X₂及び J との
信頼関係を回復するために、どのような対応をさらにしようとしていたのかが、必
ずしも明らかになってこない。実際、Z は X₂に対して、最高裁の言うところの「や
や不穏当」な有形力を行使した以上、少なくともその点については X₂及び J に明
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確に謝罪を行うべきであると思われるが、この点もやや曖昧なまま事態が推移して
いる感がないではない12。
　以上のとおり、本件において最高裁が、Z の行為に違法性がないとの判断を下し
たとしても、このことを以て、胸元をつかむ程度のことでは体罰に当たらず、教育
的指導の範囲内である、と解釈することは、法律上の責任の有無という点から見た
場合のみならず、学校教育としての適切性という点から見た場合でも誤りである。
裁判所は発生した事態に対して法律上の判断を下す機関であり、現実に生ずる事件
が多種多様である以上、本判決が事例判断に徹していることは、法律論としては支
持されるべきであるが、本判決を前提として学校がとるべき今後の対応の中には、
どのようにして教員ないし学校と児童生徒ないし保護者との信頼関係を維持してい
くべきかという、法律論のある意味での限界を超える観点が含まれざるを得ないこ
とを、改めて認識する必要があるように思われる。
　これまで見てきた種々の裁判例における判断構造から明らかなとおり、裁判所に
おいても公的な解釈においても、個々の事案における具体的な状況の中で、具体的
な有形力の行使が「体罰」に当たるか否かが判断されているわけであり、いわゆる
「体罰は是か非か」という問題の立て方はされていない。要するに、有形力の行使
が端的に「体罰」であると前提し、その教育上の必要性ないし有益性を争うという
形での議論は、少なくとも裁判上の判断や通達等の解釈においてはなされていない
ため、社会一般で展開されることが多いある意味で直接的な議論との間に、実質的
なずれが生じている可能性があることは否定できない。
　もっとも、このことは同時に、具体的状況に対処する必要がある学校として、か
かる裁判所等における解釈の判断構造に起因する別の問題に取り組む必要が生ずる
ことを意味している。すなわち、裁判等においては、具体的な有形力行使が違法な
「体罰」に該当するか否かは、個々の事案における具体的な状況との関係で個別に
12　学校として負うべき法律上の責任のみに焦点を当てるのであれば、当該責任の有無は最
終的には裁判所が判断するものであるから、相手方の言い分をひたすら聞き取っていく過
程で、法律上問題となりうる言動を記録しておくことにより、事実上裁判を有利に進める
ことは、当事者が徹底的に対立する構造をとる「裁判」を前提とした場合の基本的な「戦術」
の一種であるが、このような「戦術」を是とする観点が、児童生徒が精神的安定を害した
という事実に対して、学校や教員と当該生徒ないし保護者との信頼関係を回復し、当該児
童生徒に対して適切な教育を行って人格的成長を促すという観点と、およそ別次元のもの
であることは明らかであろう。
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判断されていくわけであるから、同一の行為であっても、それが行われる状況が異
なっていた場合には、一方が体罰に該当し、他方が該当しないとされる可能性は十
分高いものと考えざるを得ず、かつ、かかる解釈は、関係者の間で真っ向から争わ
れた後に最終的に裁判所によって確定されていく性質のものである以上、一方当事
者からの申立ないし陳述のみによっては解釈が確定しないことはもとより、解釈す
る者によって具体的行為に対する評価は常に区々となる可能性がむしろ高いこと
を、議論の前提にしなければならないわけである。
　以上のことからすると、本稿で議論の目的としている、体罰が発覚した場合にお
ける学校としての対処のあり方に関しては、まず事態の把握の段階で相当程度の不
確定要素が混在しており、解釈者により観点が区々であることをも前提としたうえ
で、具体的事案における対処を図るべきであるという、一筋縄では解決できない問
題が存在していることとなる。これらの問題点を念頭に置きつつ、以下では項を改
め、体罰が発覚し、より正確に表現すれば、体罰であるとの申立がなされた場合に
おける学校としての対処の合理性について、法律上及び教育上双方の観点から、や
や慎重に検討を行っていくこととする。
（未完）
（人文社会系准教授）
